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福井県・「倒産リスク」分析調査（2025 年） 
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企業が 1 年以内に倒産する確率を 10 段階のグレードで表す指標「倒産予測値」（※）算出の   

1 万 4504 社のうち、2025 年 12 月時点で高リスク企業（グレード 8～10）は全体の 8.8%

にあたる 1282 社と前年に比べ 86 社増加した。業種大分類別では、「製造業」が最多の 455

社となり、前年比 85 社・23.0%増であった。売上規模別では「1 億円未満」が全体の 75％近

く、従業員規模別では「10 人未満」が 85％近くを占めた。 

 
 

※倒産予測値とは 

  倒産予測値とは今後 1 年以内に倒産する確率を個別企業ごとに算出したリスク指標  

  現地現認の信用調査と、独自のネットワークによる変動情報などを集積した帝国データバンクが保有するビッグデータから、倒産に関係が深い要

素だけに焦点を当て、独自の統計モデルにより算出  

  個別企業ごとに予測したリスク指標を G1～G10 の 10 段階のグレードに設定しており、G1 が最も倒産リスクが低く、G10 が最もリスクが高い

グレードとなっていてグレードが高いほど実際に倒産が発生している  

※高リスク企業 

  倒産予測値のグレードが 8～10 であり、倒産リスクが高い企業群  

  

SUMMARY 
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うち 8 割超は「従業員 10 人未満」の企業       

小規模企業の業況悪化に歯止めかからず 

 

高リスク企業は 1282社 
前年比 86 社増 
2 年連続で増加 
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高リスク企業は 1282 社、前年比 86 社増                    

2 年連続で増加 

企業が 1 年以内に倒産する確率を 10 段階のグレードで表す指標「倒産予測値」算出対象の福井県内の

企業 1 万 4504 社のうち、2025 年 12 月時点で高リスク企業（※）は全体の 8.8%にあたる 1282 社で

あった。2024 年 12 月時点の 1196 社と比較すると 86 社・7.2％増となり、2 年連続で増加した。 

 

福井県内では、2025 年の倒産件数は 2 年連続で増加して 55 件（前年比 14.6％増）と 2015 年以来

の 50 件台となった。また、休業・廃業、解散した企業は 3 年連続で増加して 475 件（同 7.5％増）と過去

10 年で 2019 年に並ぶ水準となった。 

 

倒産、および休業・廃業、解散を合わせた 2025 年に市場から退出した県内企業は 530 件（同 8.2％

増）と高水準を示す結果となった。企業倒産の先行指標ともいえる高リスク企業が増加したことは、今後も

倒産件数が高止まりすると予想される材料となろう。 

 

倒産件数・高リスク企業推移  

従業員数「10 人未満」が高リスク企業の 8 割超を占める 

 

従業員数別にみると、「10 人未満」が 84.1％を占め、その内訳は「5 人未満」が 904 社（70.5％）、「5

～10 人未満」が 174 社（13.6％）となった。売上高別では、「1 億円未満」が 940 社と最も多く、全体の

73.3％を占めた。 

 

同年の福井県内の倒産企業は従業員数「10 人未満」が 85.5％を占め、前年比 6 件増加の 47 件とな

った。物価高や賃上げ、人手不足などの経営課題に直面し、「あきらめ型」といえるような事業継続を断念す
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る小規模企業も相次いだ。このなかには、業歴 30 年以上の「老舗」が 29 社あったほか、業歴 10 年未満

の新興企業も 14 社が含まれ、事業展開が軌道に乗らないまま資金繰りが行き詰まったケースもみられる。

多くの中小・小規模企業は、コロナ禍をゼロゼロ融資や協力金・給付金などによって乗り切った。しかし、そ

の後の物価高や人手不足、賃上げへの対応、価格転嫁の停滞、ゼロゼロ融資の返済負担などが重なり、収

益回復が遅れる企業も少なくない。 

 

また、市場の需要が増加していても、その機会を獲得できる企業とできない企業で明暗が分かれている。

営業力や顧客ネットワークなどの営業基盤が強い企業は、人員確保や設備投資に踏み切る体力を維持しや

すい一方、後継者不在で経営者の高齢化が進んだ企業や営業基盤が弱い企業は、受注を十分に確保でき

ず、売上拡大に結びつかない。結果として資金繰りが悪化し、従来から財務面が脆弱な企業では倒産リスク

が高まる一因となっている。 

 

 

（左図）従業員数別  高リスク企業数    （右図）  売上高別  高リスク企業数  

 

 

 

業種大分類別では「製造業」が 455 社で最多 

業種大分類別では、「製造業」が最多の 455 社、前年比 85 社・23.0%増となった。次いで、「小売業」

が 361 社(同 11 社・3.1%増)、「卸売業」が 176 社(同 2 社・1.1%増)、となった。 

一方で、高リスク企業が最も減少した業種は「運輸・通信業」で、前年比 22 社・19.8％減となった。全国

も同様（19.6%減）で、運賃の価格転嫁が進んでいる企業は収益改善が図れていることや、AI・クラウドサ

ービスの需要拡大が業況の回復につながった。 

 

1億円未満

73.3%
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業種大分類別  高リスク企業数  

 

高リスク企業数は「繊維工業、繊維製品製造業」が 150 社で最

多、出現率は「飲食料品小売業」の 42.2％が最高 

企業数を業種51分類別（※TDB倒産集計の業種区分に準ずる）にみると、福井県の最多は「繊維工業、

繊維製品製造業」の 150 社であった。次いで「飲食料品小売業」と「飲食店」が各 124 社、「総合工事業」

が 92 社、「食料品・飼料・飲料製造業」が 89 社と続いた。 

業種内の全企業に占める高リスク企業の割合（※出現率）では、福井県は「飲食料品小売業」が 42.2%

と最も高かった。次いで、表外だが「パルプ・紙・紙加工品製造業」が 41.7%、「出版・印刷・同関連産業」が

41.3%、「家具・装備品製造業」が 40.0%と続いた。ＤＸ化や電子媒体への移行、リユース品・代替品の台

頭など構造的な需要減退により、苦戦が続く業種が浮き彫りとなった。 

 

業種 51 分類  高リスク企業数、出現率  
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業種別の増加率は「繊維工業、繊維製品製造業」がトップ 

業種 51 分類別の高リスク企業の増加率が最も高かったのは「繊維工業、繊維製品製造業」の 40 社増

で、次いで「食料品・飼料・飲料製造業」の 27 社増、「総合工事業」の 13 社増が続いた。 

「繊維工業、繊維製品製造業」では、常に安価な海外製品との競合や為替変動に晒される環境のなかで、

物価高やトランプ関税、中東情勢による石油由来品の需給ひっ迫と輸出難といった影響を受けているとみら

れる。「食料品・飼料・飲料製造業」は、食品価格が相次いで値上がりする情勢下においても原材料価格の

上昇分を十分に価格面へ反映できておらず、「総合工事業」は公共工事や住宅着工戸数の回復が遅れてい

るほか、人手不足も加わった結果、それぞれリスクが悪化したとみられる。 

一方で、高リスク企業の減少率が最も高かったのは「運送業」の 22 社減で、ドライバー不足に喘ぎつつ

も２０２４年問題への対応がある程度進められた効果とみられる。 

 

業種 51 分類別  高リスク企業の増加率上位・下位 5 業種（2024 年比）  

 

 

高リスク企業出現率 TOP3 は「長野県」「栃木県」「島根県」 

都道府県別の高リスク企業の出現率では、「福井県」は 8.8％で、「全国」の 8.7％とほぼ同水準だった。 

「長野県」が 14.6%（3700 社、前年比 130 社増）で最も高く、「栃木県」が 13.6％（2948 社、同 31

社減）、「島根県」が 13.4％（1213 社、同 3 社減）で続いた。自動車関連や精密・電子部品など「製造業」

の明暗に加え、小規模企業の比率が高い「建設業」においても高リスク企業が生じやすい。これにより、地

繊維工業、繊維製品製造

業

食料品・飼料・飲料製造業

総合工事業

出版・印刷・同関連産業

その他の卸売業

リスク悪化 高リスク企業数が増加した主な業種

４0社（１１０社→１５０社）

２７社（６２社→８９社）

9社（41社→50社）

9社（45社→54社）

13社（79社→92社）

機械器具卸売業

各種商品小売業

その他の製造業

飲食料品卸売業

運輸業

リスク改善 高リスク企業数が減少した主な業種

▲２２社（111社→８９社）

▲６社（３３社→２７社）

▲６社（４６社→４０社）

▲５社（８社→３社）

▲５社（５５社→５０社）
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域ごとの取引構造や地元中核企業の業績が、地域内企業へ連鎖的に波及する構造が浮き彫りになった。こ

うした要因が重なり、各地域では優勝劣敗の傾向が進行した。 

 

都道府県別  高リスク企業数・出現率  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の見通し 

2025 年はトランプ関税・円安・物価高・人手不足など厳しい経営環境が続き、企業業績はコロナ禍から

の回復局面に水を差される格好となり、福井県内の高リスク企業は 1282 社、前年比 86 社増と 2 年連続

で増加した。特に、従業員数「10 人未満」の企業が高リスク企業の 85％近くを占めており、外部環境の変

化に対する耐性の弱さがあらためて浮き彫りとなった。 

物価高や人手不足に加えて、イラン情勢の急変で石油由来品の需給ひっ迫も企業経営の不安材料に加

わった。倒産主因の大半は「販売不振」だが、その背景にはこれらに対応できない小規模企業や、経営者の

高齢化が進んで後継者難を抱える企業では、「あきらめ型」を選択する企業も含まれ、それは増える傾向に

ある。福井県内では倒産件数は 2 年連続、休業・廃業、解散した企業は 3 年連続で増加しており、社長の

平均年齢も 32 年連続で上昇して 60.9 歳と高齢化が進んでいることからも、企業倒産の先行指標ともい

える高リスク企業は今後も増加傾向で推移すると見込まれる。 

 


